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11 2013（平成25年）

　マイナンバー制度では、平成27年10月に個人番号と住所・氏名・
生年月日・性別が記載された紙製の「通知カード」が郵送で送られ、
28年１月から申請によりICチップを埋め込んだ顔写真付きの「個
人番号カード」が市区町村で交付されます。通知カード単体では
本人確認はできず、制度の利用には運転免許証等が必要です。

個人番号カードと通知カード

11月の税務と労務11月（霜月）NOVEMBER
 3日・文化の日
 4日・振替休日
 23日・勤労感謝の日

ワンポイント

日

土

月
火
水
木
金

3

9

4
5
6
7
8

17

23

18
19
20
21
22

・
・

日

土

月
火
水
木
金

・

2

・
・
・
・
1

10

16

11
12
13
14
15

24

30

25
26
27
28
29

・
・
・
・
・

国　税／ 10月分源泉所得税の納付
 11月11日

国　税／ 所得税予定納税額の減額承
認申請 11月15日

国　税／ 所得税予定納税額第2期分
の納付 12月2日

国　税／ 9月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等） 12月2日

国　税／ 12月、3月、6月決算法人の
消費税等の中間申告 
 （年3回の場合） 12月2日

国　税／ 3月決算法人の中間申告
 12月2日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中
間申告
 （年3回の場合） 12月2日

地方税／ 個人事業税第2期分の納付
 都道府県の条例で定める日

※税を考える週間　11月11日～11月17日

も み じ
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１　

特
定
支
出
控
除
と
は

　
給
与
所
得
者
は
給
与
所
得
を
計
算

す
る
際
、
自
営
業
者
の
よ
う
に
実
額

経
費
を
所
得
か
ら
控
除
す
る
の
で
は

な
く
、
給
与
の
額
に
応
じ
た
「
給
与

所
得
控
除
」
と
い
う
概
算
経
費
を
控

除
し
ま
す
。

　
こ
の
給
与
所
得
控
除
は
、
実
際
に

経
費
が
い
く
ら
か
か
っ
た
か
と
は
関

係
な
く
認
め
ら
れ
ま
す
が
、
こ
の
給

与
所
得
控
除
＝
概
算
経
費
以
上
に
経

費
が
か
か
っ
た
場
合
に
、
給
与
所
得

者
に
も
自
営
業
者
と
同
じ
よ
う
に
実

額
経
費
で
所
得
を
計
算
で
き
る
よ
う

に
し
た
制
度
が
「
特
定
支
出
控
除
」

で
す
。「
特
定
支
出
」
の
額
が
一
定
額

を
超
え
る
と
き
は
、
確
定
申
告
に
よ

り
そ
の
超
え
る
金
額
を
給
与
所
得
控

除
額
に
加
算
し
て
所
得
か
ら
控
除
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
し
か
し
、
従
来
、
特
定
支
出
控
除

の
ハ
ー
ド
ル
は
非
常
に
高
く
、
特
定

支
出
控
除
の
適
用
を
受
け
る
人
は
全

国
で
年
間
数
人
程
度
と
い
わ
れ
、
全

く
活
用
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

例
え
ば
、
年
収
四
〇
〇
万
円
の
給
与

所
得
者
が
特
定
支
出
控
除
の
適
用
を

受
け
る
に
は
、
月
約
一
一
万
円
（
給

与
所
得
控
除
額
一
三
四
万
円
÷
一
二

ヶ
月
）の
特
定
支
出
が
必
要
で
あ
り
、

生
活
費
等
を
考
え
る
と
現
実
に
は
不

可
能
な
金
額
で
し
た
。

２　

特
定
支
出
控
除
の
改
正

　
こ
の
よ
う
な
状
況
を
改
善
す
る
た

め
、
平
成
二
十
四
年
度
税
制
改
正
に

よ
り
次
の
よ
う
な
制
度
の
拡
充
・
見

直
し
が
実
施
さ
れ
、
平
成
二
十
五
年

分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
さ

れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　
特
定
支
出
金
額
が
給
与
所
得
控
除

額
の
「
二
分
の
一
」
を
超
え
れ
ば
利

用
で
き
る
こ
と
に
な
り（
従
来
は「
給

与
所
得
控
除
額
」を
超
え
る
場
合
）、

対
象
と
な
る
「
特
定
支
出
」
の
範
囲

も
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

　
改
正
後
は
、
年
収
四
〇
〇
万
円
の

給
与
所
得
者
の
場
合
、
特
定
支
出
の

金
額
が
月
約
六
万
円
で
対
象
と
な
り
、

従
来
は
対
象
外
で
あ
っ
た
仕
事
に
直

接
関
連
す
る
図
書
費
や
弁
護
士
等
の

資
格
取
得
費
、
職
務
上
必
要
な
衣
服

費
や
交
際
費
も
対
象
と
な
る
た
め
、

制
度
を
利
用
で
き
る
可
能
性
が
高
ま

り
ま
し
た
。

①
　
特
定
支
出
の
範
囲
の
拡
充

　
　
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
、
税
理

士
、
弁
理
士
、
医
師
、
歯
科
医
師

な
ど
の
資
格
取
得
費
、
図
書
費
、

衣
服
費
、
交
際
費
を
追
加

②
　
適
用
基
準
の
見
直
し

　
　
そ
の
年
中
の
給
与
等
の
収
入
金

額
が
一
、五
〇
〇
万
円
以
下
の
場
合

の
適
用
基
準
額
を
「
給
与
所
得
控

除
額
」
か
ら
「
給
与
所
得
控
除
額

の
二
分
の
一
」
に
変
更
（
そ
の
年

中
の
給
与
等
の
収
入
金
額
が
一
、五

〇
〇
万
円
超
の
場
合
は
一
二
五
万

円
…
一
二
五
万
円
が
最
高
額
）

３　

給
与
所
得
の
金
額
の
計
算
方
法

　
給
与
所
得
控
除
額
の
二
分
の
一
を

超
え
て
特
定
支
出
が
あ
っ
た
場
合
に

は
、
そ
の
超
え
る
金
額
を
給
与
所
得

控
除
額
に
加
算
し
て
所
得
か
ら
控
除

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

「 
特 

定 

支 

出 

控 

除 

」
の 

活 

用

①　算式

給与所得の金額＝給与等の収入金額−｛給与所得

控除額＋（特定支出の合計額−給与所得控除額の

1/2（最高125万円））｝

②　特定支出控除を受けられる特定支出の金額の例

給与等の
収入金額 特定支出の合計額

200万円 78万円×1/2=39万円超

400万円 134万円×1/2=67万円超

700万円 190万円×1/2=95万円超

1,000万円 220万円×1/2=110万円超

1,500万円 245万円×1/2=122.5万円超
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４　

改
正
後
の
特
定
支
出
の
範
囲

①
　
通
勤
費

　
　
通
勤
の
た
め
に
通
常
必
要
な
運

賃
等
の
支
出
（
鉄
道
・
バ
ス
運
賃
・

タ
ク
シ
ー
代
・
自
動
車
の
ガ
ソ
リ

ン
代
・
高
速
道
路
代
・
新
幹
線
代

を
含
み
、
グ
リ
ー
ン
車
料
金
等
は

除
く
。
飛
行
機
代
は
認
め
ら
れ
な

い
。）

②
　
転
居
費

　
　
転
任
に
伴
う
転
居
の
た
め
に
通

常
必
要
な
運
賃
、
宿
泊
費
及
び
家

財
の
梱
包
・
運
送
費
等
の
支
出（
通

勤
費
と
異
な
り
飛
行
機
代
も
認
め

ら
れ
る
が
、
フ
ァ
ー
ス
ト
ク
ラ
ス

等
の
料
金
は
除
く
。）

③
　
研
修
費

　
　
職
務
の
遂
行
に
直
接
必
要
な
技

術
・
知
識
を
習
得
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
受
講
す
る
研
修
の
た
め

の
支
出
（
交
通
費
を
含
む
。）

④
　
資
格
取
得
費

　
　
職
務
の
遂
行
に
直
接
必
要
な
資

格
を
取
得
す
る
た
め
の
支
出
（
交

通
費
を
含
む
。）

　
　
改
正
に
よ
り
、
弁
護
士
、
公
認

会
計
士
、
税
理
士
、
弁
理
士
、
医

師
、歯
科
医
師
の
資
格
を
含
み（
法

科
大
学
院
も
含
む
）、
資
格
の
取

得
が
で
き
な
か
っ
た
と
し
て
も
認

め
ら
れ
ま
す
。
改
正
前
は
、「
そ

の
資
格
を
有
す
る
者
に
限
り
特
定

の
業
務
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
」

と
さ
れ
て
い
る
こ
れ
ら
の
資
格
取

得
費
用
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
で
し

た
。

⑤
　
帰
宅
旅
費

　
　
転
任
に
伴
い
配
偶
者
と
別
居
を

伴
う
単
身
赴
任
を
し
て
い
る
者
の

帰
宅
の
た
め
の
往
復
旅
費
（
一
ヶ

月
に
つ
き
四
往
復
ま
で
、
グ
リ
ー

ン
車
料
金
等
・
フ
ァ
ー
ス
ト
ク
ラ

ス
等
の
料
金
は
除
く
。）

⑥
　
勤
務
必
要
経
費

　
　
そ
の
支
出
が
そ
の
者
の
職
務
の

執
行
に
直
接
必
要
な
も
の
と
し
て

給
与
等
の
支
払
者
に
よ
り
証
明
さ

れ
た
次
の
費
用
（
六
五
万
円
を
限

度
）

ア
．
職
務
と
関
連
の
あ
る
書
籍
、

新
聞
等
の
購
入
費
（
図
書
費
）

イ
．
制
服
、
事
務
服
、
作
業
服
及

び
給
与
等
の
支
払
者
に
よ
り
勤

務
場
所
に
お
い
て
着
用
す
る
こ

と
が
必
要
と
さ
れ
る
衣
服
を
購

入
す
る
た
め
の
支
出（
衣
服
費
）

ウ
．
交
際
費
、
接
待
費
等
の
費
用

で
、
得
意
先
、
仕
入
先
等
に
対

す
る
接
待
、
供
応
、
贈
答
等
の

た
め
の
支
出
（
職
場
に
お
け
る

同
僚
と
の
親
睦
会
等
は
除
く
。）

５　

適
用
準
備

　
特
定
支
出
控
除
の
適
用
を
受
け
る

に
は
、従
業
員
本
人
（
給
与
所
得
者
）

が
確
定
申
告
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま

す
。
確
定
申
告
書
等
に
そ
の
制
度
の

適
用
を
受
け
る
旨
及
び
特
定
支
出
の

合
計
額
を
記
載
し
、「
特
定
支
出
に

関
す
る
明
細
書
」
及
び
「
給
与
等
の

支
払
者
の
証
明
書
」
を
添
付
し
ま

す
。
ま
た
、
そ
の
支
出
の
事
実
等
を

証
す
る
書
類
も
添
付
又
は
表
示
が
必

要
と
な
り
ま
す
。

　
特
に
次
の
よ
う
な
方
は
、
一
度
、

今
年
一
年
間
の
支
出
額
を
計
算
し
て

み
ま
し
ょ
う
。
特
定
支
出
控
除
の
適

用
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
で
あ
れ
ば
、

領
収
書
等
を
整
理
し
、
会
社
か
ら
証

明
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
し
て
お
く
こ

と
が
必
要
で
す
。

①
　
会
社
の
経
費
に
な
ら
な
い
多
額

の
交
際
費
を
使
う

②
　
通
勤
費
が
高
額
で
一
〇
万
円
の

非
課
税
枠
を
超
え
る

③
　
営
業
で
外
回
り
が
多
く
ス
ー
ツ

代
が
か
さ
む

④
　
資
格
取
得
の
た
め
多
額
の
授
業

料
を
支
払
っ
て
い
る

　
一
方
、
会
社
と
し
て
は
、
従
業
員

の
特
定
支
出
控
除
の
適
用
を
サ
ポ
ー

ト
す
る
た
め
、
特
定
支
出
の
範
囲
が

拡
充
さ
れ
た
こ
と
を
周
知
徹
底
し
、

「
給
与
等
の
支
払
者
の
証
明
書
」
を

迅
速
・
確
実
に
発
行
し
て
い
く
よ
う

に
し
ま
し
ょ
う
。

勤務必要経費
（図書費、衣服費、

交際費等）
（最高 65万円）

帰宅旅費

資格取得費

研修費

転居費

通勤費

特
定
支
出
額
の
合
計
額

超える部分の金額

給与所得控除額の 1/2
（最高 125万円）

控除額

通常控除額

給
与
所
得
控
除
額
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　会社の経営はよく戦争に例えられます。
「戦略」「戦術」「作戦」などの戦争用語がよ
く用いられますが、これらの言葉の定義を
正しく理解できているでしょうか？
　実は、「戦略」と「戦術」の２つはよく混
同され、戦略という言葉が使われていても、
内容的には戦術を指していることがとても
多いのです。
　「戦略」と「戦術」の違いを定義するのは
とても難しいことです。インターネット百
科事典のウィキペディアによると、「戦略」
は、一般的には特定の目標を達成するため
に、長期的視野と複合思考で力や資源を総
合的に運用する技術・科学、「戦術」は、
作戦・戦闘において任務達成のために部隊・
物資を効果的に配置・移動して戦闘力を運
用する術、と解説されています。
　これを会社経営に落とし込んでみると、

「戦略」は目的を達するためのシナリオで
あり、「戦術」は戦略を実現するための各
プロジェクト（＝作戦）を成功に導く戦い
方と言えるのではないでしょうか。
　企業理念の基にどの事業に参入するか、
どのような優位性を育てるかなどを決める
のが戦略であり、進むべき方向性を決めた
らある程度固定すべきものと言えるでしょ
う。次に、戦略を実行する各プロジェクト
が作戦であり、各プロジェクトを成功させ
るための具体的な戦い方が戦術です。どの
分野にどれだけ人を投入するか、どこから
攻めるのかといったことを決め、実行して
いくのが戦術であり、状況に応じて変えて
いくべきものと言えるでしょう。
　また、会社経営においては、戦術をサポ
ートする後方支援部隊（労務管理・財務管
理・環境整備・物資輸送等）の存在も重要
になってきます。
　経営者は、企業理念を基にした戦略を作
戦・戦術・後方支援に反映させていかなけ
ればなりません。

　阪急阪神東宝グループの創業者である小
林一三は、鉄道を起点とした都市開発、流
通事業を一体的に進め相乗効果を上げる私
鉄経営モデルを作り上げました。
　設立当時黒字になるほどの乗客数が見込
めなかった現在の阪急電鉄の前身である箕
面有馬電気軌道の沿線地域開発を行って住
宅地を作り、さらに沿線に動物園や温泉、
後の宝塚歌劇団を次々と作りました。これ
によって沿線の人口も観光客も増え、鉄道
事業が順調に進むようになりました。鉄道
を引けば、人が集まり需要もできると発想
を転換したのです。
　いい商品なのにお客さまに受け入れられ
ないと嘆いている人は、お客さまを増やす
努力をされているでしょうか？商品の特性
を考えれば、売れる作戦は見つかるはずで
す。発想を転換して「お客さまを作り出す」
工夫をしましょう。

　
今
年
も
早
い
も
の
で
十
一
月
。
大

掃
除
が
気
に
な
る
季
節
に
な
り
ま
し

た
が
、
気
が
重
い
と
い
う
方
も
多
い

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　
断
捨
離
に
は
、不
要
な
物
を
「
断
」

ち
、「
捨
」
て
る
こ
と
で
、
物
へ
の

執
着
か
ら
「
離
」
れ
る
、
と
い
う
意

味
が
あ
る
そ
う
で
す
。「
使
え
る
物

だ
か
ら
勿
体
な
い
」
で
は
な
く
、「
物

は
使
う
も
の
で
あ
り
、
と
っ
て
お
く

も
の
で
は
な
い
」
と
考
え
、
絶
対
に

必
要
な
も
の
だ
け
を
残
し
、
要
ら
な

い
も
の
を
捨
て
て
し
ま
う
こ
と
で
、

空
間
や
気
持
ち
に
ゆ
と
り
が
生
ま
れ

ま
す
。
日
常
生
活
に
限
ら
ず
、
仕
事

上
も
、
余
計
な
物
を
置
か
ず
職
場
の

整
理
整
頓
を
す
れ
ば
、
仕
事
の
質
も

効
率
も
上
が
る
と
思
い
ま
す
。

　
普
段
か
ら
断
捨
離
を
心
が
け
、
よ

り
シ
ン
プ
ル
で
快
適
な
労
働
環
境
を

作
っ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

“戦略”と“戦術”の違いと
 会社経営

お客さまが増える方策を考える
〜客がいなければ作り出せ〜〜

断
捨
離
と
は
〜


